
（平成２３年５月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 19 件

厚生年金関係 19 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認群馬地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

群馬厚生年金 事案 1166 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報

酬月額を平成８年８月から９年９月までは 38 万円、同年 10 月から 10 年

８月までは 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年８月１日から 10 年９月 11 日まで 

    申立期間について、標準報酬月額が９万 8,000 円に引き下げられてい

るが、申立期間当時は月額 38 万円以上の給与を得ていたので、実際に

支払われていた給与に応じた標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人が勤務していたＡ社は、平成 10 年９

月 11 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているところ、同年９

月 28 日付けで、申立人を含む従業員８人の申立期間に係る標準報酬月額

が遡及して減額訂正されており、申立人の場合、標準報酬月額が８年８月

から９年９月までは 38 万円、同年 10 月から 10 年８月までは 41 万円と当

初記録されていたものが、９万 8,000 円に訂正されていることが確認でき

る。 

   また、申立人は、当該事業所の商業登記簿謄本から役員でないことが確

認できる上、同事業所の元事業主は「当時は資金繰りに苦労しており、社

会保険料の滞納が 1,000 万円以上あった。保険料滞納による遡及訂正手続

は、社会保険事務所の職員からの助言を基に私が一人で行った。」と証言

している。 

   これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該訂正処理

を遡及して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正

があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主



                      

  

が社会保険事務所に当初届け出た、平成８年８月から９年９月までは 38

万円、同年 10 月から 10 年８月までは 41 万円と訂正することが必要と認

められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り

消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき、申立人の申立期間①及び②における標準賞与額に係る記録を 150

万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 18 年５月 13 日 

             ② 平成 19 年５月８日 

申立期間①及び②に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除され

ていたが、事業所が当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を

行っていなかった。このため、事業所から平成 21 年 10 月 21 日付けで

当該賞与に係る届出が行われたが、既に２年以上経過していたため、厚

生年金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映され

ない記録となっているので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成 18 年及び 19 年の賃金台帳兼所得税源泉徴収簿

により、申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額

（150 万円）に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に



                      

  

申立期間に係る厚生年金保険被保険者賞与支払届を提出したことが確認で

き、保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行して

いないと認められる。 

 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1168 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を６万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（６万 9,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1169 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1170 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 47 万

3,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（47 万 3,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1171 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 18 万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（18 万 9,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1172 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 60 万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（60 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1173 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万円

とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（12 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1174 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（12 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1175 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 14 万

5,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（14 万 5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1176 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 29 万

2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（29 万 2,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1177 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を３万

7,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（３万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1178 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 20 万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（20 万 9,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を４万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（４万 9,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 11 万

7,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（11 万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 24 万

2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（24 万 2,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 12 万

6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（12 万 6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 22 万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（22 万 8,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

群馬厚生年金 事案 1184 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録と

されているが、申立人は、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 13 万

7,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 30 日 

申立期間に支給のあった賞与から厚生年金保険料が控除されていたが、

事業所が、当該賞与について社会保険事務所（当時）に届出を行ってい

なかったため、保険料が納付されていなかった。 

事業所は誤りに気付き、平成 23 年１月 13 日に年金事務所に対して当

該賞与に係る届出を行ったが、既に２年以上経過していたため、厚生年

金保険料は時効により納付できず、厚生年金保険の給付に反映されない

ので、反映されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（13 万 7,000 円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、

事業主が申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



群馬国民年金 事案 728 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年５月から６年３月までの期間、７年７月から同年 12

月までの期間、８年３月及び９年４月から 10 年３月までの期間の国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年５月から６年３月まで 

             ② 平成７年７月から同年 12 月まで 

             ③ 平成８年３月 

             ④ 平成９年４月から 10 年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料については、納付していたはずであ

る。申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①から④について、国民年金保険料を欠かさず納付

していたとしているが、申立人は納付に係る手続や保険料額等についての

記憶が曖昧である。 

また、申立期間は約５年間で４回に及んでおり、当時申立人が居住して

いたＡ市において、これだけの回数の事務処理誤りが生じることは考え難

い。 

申立期間②について、オンライン記録によると、申立期間②直前の平成

７年４月から同年６月までの保険料を９年５月に、８年 10 月から同年 12

月までの二重納付された保険料から充当処理していることが確認でき、当

該申立期間が確定されたのは９年５月であり、当初は７年４月から保険料

が未納であったことから、申立人の主張には不合理な点が認められる。 

申立期間④について、申立人は保険料として平成９年中に８万円ないし

は９万円を納付したと申述しているが、当該期間の保険料については、月

額１万 2,800 円であり、１年分で 15 万 3,600 円となることから、申立人

が納付したと主張する金額と大きく相違している上、当該期間については

同年１月に基礎年金番号制度が導入されたことに伴い、記録管理の誤りの

可能性も低いと考えられる。 



  

加えて、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①から④の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月 

私は申立期間の国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間

が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の前後を通して役所から送付された納付書で、毎回、

国民年金保険料を納付しており、申立期間の保険料についても、納付漏れ

の認識は無かったと申述しているが、申立人が所持する年金手帳及び国民

年金被保険者名簿のいずれにも、昭和 59 年４月 16 日付けで国民年金の被

保険者資格を喪失し、同年５月８日に再取得していることが確認できるこ

とから、申立期間については、国民年金未加入期間となり、制度上、保険

料を納付することができない。 

また、申立期間中に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡もうかがえない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 730 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年４月から 49 年７月までの期間及び同年 12 月から 52

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。   

  

第２ 申立の要旨等    

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年４月から 49 年７月まで 

             ② 昭和 49 年 12 月から 52 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料について、母が集金人に納付していたは

ずである。申立期間①及び②の保険料が未納とされていることに納得

がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その母親が集金人を通じて国民年金保

険料を納付していたと主張しているが、保険料を納付するためには、国

民年金に加入し国民年金手帳記号番号の払出しを受けなければならない

ところ、申立人の手帳記号番号は昭和 53 年４月にＡ市で払い出されてお

り、その時点では、申立期間①及び②の一部については時効により保険

料を納付することができない上、申立期間②のうち、51 年１月から 52 年

３月までの保険料については過年度保険料となり、通常、集金人等が保

険料を徴収する納付組織では、過年度保険料を取り扱うことはできない。 

また、申立人は、保険料の納付に直接関与しておらず、申立期間中に

申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていた形跡もうかがえな

い。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、ほかに各申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 731 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39 年１月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 39 年１月から 42 年３月まで 

申立期間の国民年金保険料については、妻が納税組合に納付していた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、その妻が地域の納税組

合に保険料を納付していたと主張しているところ、Ａ市の国民年金被保険

者名簿には「不在確認 39.12.28」と記載されていることから、申立期間

については、住所地において不在であったことがうかがえ、申立期間の保

険料を地域の納税組合に納付していたとは考え難い。 

また、保険料を納付したとする申立人の妻も当該期間について保険料が

未納となっている上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年１月から同年３月まで 

私は、申立期間当時、短期大学に在学中だったので、母が国民年金の

加入手続を行い、集金人に保険料を納付していたと聞いている。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親が国民年金の加入手続と保険料を納付していたはず

であると主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年

金手帳記号番号払出簿により昭和 46 年２月 21 日以降にＡ市で払い出され

ていることが確認でき、その時点において、申立人が 20 歳となった同年

＊月に遡って国民年金の被保険者資格を取得したものと推認できる上、申

立人は、申立期間について、学生であることから国民年金には任意加入期

間であり、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）及び同市の国民年金被保険

者名簿のいずれにおいても未納とされており、その記載内容に不自然さは

うかがえない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与して

おらず、保険料を納付していたとするその母親は、申立期間当時の申立人

の国民年金の加入状況及び保険料の納付状況についての記憶が曖昧である。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 733 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年 10 月から 50 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月から 50 年３月まで 

母が、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれていた。詳

しい納付方法等は分からないが、姉の結婚前の一部期間に係る保険料が

納付されているので、自分の保険料も納付してくれていたはずである。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自分の母親が、申立人の姉と同様に結婚前の申立期間につい

て、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してくれていたと主張して

いるが、オンライン記録でその姉の年金記録を確認したところ、昭和 42

年４月に国民年金手帳記号番号が払い出されており、現年度納付が可能な

41 年４月から婚姻するまでの 18 か月間については保険料を納付している

が、それより前の期間については保険料が未納となっており、51 年２月

に手帳記号番号が払い出され現年度納付が可能な 50 年４月から保険料を

納付している申立人の保険料納付状況と同様であることがうかがえる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 51 年２月の

時点では、申立期間の大部分については時効により保険料を納付すること

ができない上、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形跡もう

かがえない。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



  

群馬国民年金 事案 734 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年６月から 44 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年６月から 44 年６月まで 

20 歳に達したときに、住み込みで勤務していた事業所の雇主から国

民年金への加入を勧められたため、加入するとともに保険料を納付し

た。保険料は月額 200 円で、隣組長が集金していた。申立期間が国民

年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳に達したときに、住み込みで勤務していた事業所の雇

主から国民年金への加入を勧められたため、加入するとともに保険料を納

付したと主張しているが、保険料を納付するためには、国民年金に加入し

国民年金手帳記号番号の払出しを受けなければならないところ、申立人が

申立期間当時に住民登録していたＡ市において、申立人に対して手帳記号

番号が払い出された形跡は見当たらない。 

また、申立人に国民年金への加入を勧めたとする雇主は既に他界してい

る上、申立人が国民年金保険料を納付していたと思うと申述している同僚

についてもその消息が把握できないため、申立人の申立期間当時の国民年

金の加入状況等は不明である。 

さらに、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

群馬国民年金 事案 735 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47 年４月から 52 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

     住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年４月から 52 年６月まで 

私は、申立期間当時、学生であったが、両親が私の国民年金の加入手

続を行い、申立期間の保険料を隣組の集金人に納付したと聞いている。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

                                                                                                       

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、その両親が隣組の集金人へ国民年金保険

料を納付していたと主張しているが、保険料を納付するためには、国民年

金に加入し国民年金手帳記号番号の払出しを受けなければならないところ、

申立人の手帳記号番号は昭和 53 年６月に払い出されており、その時点に

おいて、申立人が 20 歳になった 47 年＊月＊日に遡って国民年金の被保険

者資格を取得したものと推認でき、その時点では、申立期間のうち、51

年３月までの保険料については時効により保険料を納付することができな

い上、申立期間中に、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形

跡もうかがえない。 

また、申立期間のうち、昭和 51 年４月から 52 年６月までの保険料につ

いては、過年度保険料となり、通常、集金人等が保険料を徴収する納付組

織では取り扱うことはできない。 

さらに、国民年金被保険者台帳（特殊台帳）によると、昭和 52 年４月

から 53 年３月までの保険料については 54 年８月に過年度納付されている

ことが確認できる上、この時点で 52 年４月から同年６月までの間の保険

料については時効により納付することができないので、54 年 10 月 26 日

になって申立人に還付されている記録があり、その記載内容に不自然さは

うかがえない。 

加えて、申立人は昭和 51 年４月にＡ市へ転入していることが住民票に



  

より確認でき、転入前については、申立人は大学生でＢ区に居住していた

ため、Ａ市において両親が申立期間の保険料を集金人に納付することは困

難である。 

なお、申立人は、保険料を納付し始めた時点を昭和 47 年４月とした理

由について、自身の年金手帳に記載されている国民年金被保険者の資格取

得日が同年＊月＊日となっていることを挙げているが、同年金手帳の日付

は、加入手続日に関係なく、強制加入期間の初日まで遡及することから、

加入手続時期及び保険料の納付の始期を特定するものではない。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料をさかのぼっ

て納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



群馬厚生年金 事案 1185 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 57 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成 18 年９月１日から 19 年８月１日まで 

   Ａ社における勤務期間のうち、申立期間の標準報酬月額が低くなって

いる。支給されていた給与に著しい変化は無かったので、申立期間につ

いて標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、Ａ社における標準報酬月額が、平成 18 年５月の資格取得時

において 26 万円であるにもかかわらず、申立期間である同年９月の算定

時から 19 年７月までの期間については 24 万円と記録されているが、給与

明細書は保管していないものの、給与に著しい変化は無かったとして申し

立てしている。 

 しかしながら、Ａ社が加入しているＢ健康保険組合は「Ａ社から届出さ

れた申立人の申立期間に係る平成 18 年９月の算定の基礎となった報酬月

額は 24 万 7,909 円である。」と回答しており、当該報酬月額は、オンラ

イン記録の標準報酬月額である 24 万円と一致している。 

また、申立人と同じ平成 18 年５月にＡ社において厚生年金保険の被保

険者資格を取得した複数の従業員についても、申立人と同様に資格取得時

の標準報酬月額と比べ、同年９月の算定時において標準報酬月額が低額に

なっていることが確認できる。 

このほか、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

群馬厚生年金 事案 1186 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年７月１日から 35 年１月 16 日まで 

    申立期間について脱退手当金が支給済みと記録されているが、脱退手

当金の支給日は出産直後であり自分で受領できる状態ではなかった。

脱退手当金を受け取っていないので、申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間として記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

      申立人が勤務していた申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被

保険者名簿のうち、脱退手当金の受給資格がある女性被保険者の中で、申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 35 年１月 16 日の前後

２年以内に資格喪失した者７人について、脱退手当金の支給記録を調査し

たところ、支給記録が確認できた６人のうち３人について、資格喪失日か

ら６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、最終事業所の元

事業主は代理請求をしていたと証言していることを踏まえると、申立人に

ついても事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の申立期間に係る脱退手当金は、申立人の厚生年金保険被

保険者記録に基づき適正に計算され、その支給額に誤りは無い上、申立人

の被保険者台帳には、脱退手当金の算定のために必要となる標準報酬月額

等を社会保険庁(当時)から脱退手当金を算定した社会保険事務所（当時）

へ回答した旨の記載が確認できるなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

さらに、支給決定当時は通算年金制度創設前であり、20 年以上の厚生

年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなかったところ、申立人

は、申立期間に係る事業所を出産のため退職しており、退職時において再

就職をする考えが無かったと申述していることを踏まえると、申立人が脱



  

退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 


